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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第 126 期中 第 127 期中 第 128 期中 第 126 期 第 127 期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 百万円 162,306 159,139 165,667 322,767 328,534 

経常利益 〃 26,572 26,175 32,818 46,731 57,320 

中間（当期）純利益 〃 15,311 10,762 17,594 26,661 37,175 

純資産額 〃 414,208 424,825 471,362 422,130 448,563 

総資産額 〃 516,702 523,516 568,987 521,808 546,555 

１株当たり純資産額 円 1,519.44 1,582.68 1,749.55 1,564.59 1,670.71 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
〃 56.14 40.08 65.47 97.25 137.95 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

〃 56.14 40.07 65.44 97.23 137.90 

自己資本比率 ％ 80.16 81.15 82.84 80.90 82.07 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
百万円 24,670 17,363 24,893 47,505 35,571 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
〃 △2,694 △17,923 △14,312 △27,419 △21,989 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
〃 △8,515 △8,294 △4,784 △18,470 △12,369 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
〃 102,244 81,640 97,443 90,346 91,571 

従業員数 人 7,503 7,439 7,298 7,379 7,333 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

     ２．第128期中の１株当たり中間配当額は、提出会社の完全親会社である第一三共株式会社に対するものであり

ます。なお、平成17年９月27日の最終の株主名簿に記載された第一製薬株式会社の株主に対し、中間配当金

の支払に代えて、第一三共株式会社より株式移転前の第一製薬株式１株当たり25円の株式移転交付金が支払

われます。 

      

回次 第 126 期中 第 127 期中 第 128 期中 第 126 期 第 127 期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 百万円 127,104 126,222 132,313 253,486 259,912 

経常利益 〃 24,834 25,605 31,356 46,527 56,322 

中間（当期）純利益 〃 14,905 11,085 7,462 27,996 19,303 

資本金 〃 45,246 45,246 45,246 45,246 45,246 

発行済株式総数 株 286,453,235 286,453,235 269,420,093 286,453,235 286,453,235 

純資産額 百万円 394,949 408,331 427,159 405,274 415,020 

総資産額 〃 482,687 501,732 536,392 491,534 508,932 

１株当たり純資産額 円 1,448.79 1,521.24 1,585.48 1,502.24 1,545.88 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
〃 54.65 41.28 27.77 102.29 71.53 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

〃 54.65 41.27 27.76 102.28 71.50 

１株当たり中間（年間）

配当額（注）２ 
〃 15.00 15.00 115.90 30.00 40.00 

自己資本比率 ％ 81.82 81.38 79.64 82.45 81.54 

従業員数 人 3,845 3,861 3,393 3,804 3,799 



２【事業の内容】 

 平成17年９月28日、当社は三共株式会社とともに株式移転により完全親会社である第一三共株式会社を設立し、

「第一三共グループ」が発足しました。なお、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容につい

て重要な変更はありません。  

３【関係会社の状況】 

(1)新規 

  当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

  

(2)減少 

 当中間連結会計期間において、次の連結子会社が吸収合併により減少しております。平成17年４月１日付にて、関

西第一サービス株式会社および第一テクノス株式会社は第一ファルマテック株式会社に、株式会社第一サントリー

生物医学研究所は第一サントリーファーマ株式会社にそれぞれ吸収合併されました。 

 (注)１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

    ２．「議決権の所有割合又は被所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。株式会社第一サントリー生物

医学研究所の間接所有の議決権は第一サントリーファーマ株式会社の所有であります。 

名称 住所 

資本金

又は 

出資金

主要な事業の

内容 

議決権

の所有

割合又

は被所

有割合

（％）

関係内容 

役員の兼任等 

資金 

援助 
営業上の取引 

設備の

賃貸借

当社 

役員

（人）

出向

（人）

転籍等

（人）

<親会社>                     

    百万円   被所有             

第一三共㈱ 
東京都

中央区 
50,000 持株会社 100 5 － － － 経営管理の委託 － 

名称 住所 
資本金又は

出資金 

主要な事業の内容

(注)１ 

議決権の所有割合又は

被所有割合（％） 

<連結子会社>         

    百万円     

関西第一サービス㈱ 大阪府高槻市 10 医薬品事業 100 

    百万円     

第一テクノス㈱ 静岡県金谷町 10 医薬品事業 100 

    百万円     

㈱第一サントリー生物医学研究所(注)２ 大阪府島本町 100 医薬品事業 
  66 

 (66) 



 (3)その他 

  ・当社は平成17年９月15日にサントリー株式会社より同社が保有する第一サントリーファーマ株式会社の全株式を

購入し議決権の所有割合を100%としております。なお、平成17年10月１日付にて第一アスビオファーマ株式会社

に商号変更しております。 

 ・当社は、平成17年４月１日付にて大阪、静岡及び秋田の３工場を分割し、第一ファルマテック株式会社を承継会

社とする会社分割をしております。 

  ・ダイイチ・ファインケミカルズ・インコーポレイテッドは、平成17年７月に営業終結を決定し、清算の手続中で

あります。 

  ・ダイイチ・アスビオ・ホールディングス・インコーポレイテッド及びダイイチ・アスビオ・メディカル・リサー

チ・ラボラトリーズ・リミテッド・ライアビリティ・カンパニーにつきましては、平成17年５月に事業の終結を

決定しております。 

  ・東京医薬紙器株式会社及び西邨紙器株式会社につきましては、平成17年９月に当社の保有株式の一部を両社に売

却したため、それぞれ議決権の所有割合は31%となっております。これにより、当中間連結会計期間末の時点で

は関連会社に区分しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数であります。 

     ２．当中間会計期間において、従業員数が406人減少いたしましたのは、主として子会社への転籍によるもので

す。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

医薬品事業  6,474 

その他の事業  605 

全社（共通）  219 

合計  7,298 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 3,393 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 世界の医薬品市場は、グローバルメガ企業を中心とした新薬の研究開発や販売を巡る競争が一段と活発化してお

ります。国内においては、国立大学病院等の独立行政法人化など医療を取り巻く環境が変化する中で、入院医療費

包括評価制度の採用施設増加、昨年４月に実施された業界平均4.2%の薬価改定をはじめとする医療費抑制策の浸透

により、厳しい環境下で推移いたしました。 

 このような情勢下にありまして、当社グループは有効性と安全性に関する情報提供を基本とした適正使用の推進

に注力し、市場の拡大に努めました結果、国内医療用医薬品の増収やレボフロキサシン原末の輸出増により、売上

高は1,656億６千７百万円（前年同期比4.1％増）と中間期としては過去最高を記録しました。利益につきまして

は、グローバル研究開発の展開や三共株式会社との経営統合準備に関わる費用増を、増収と第一ファルマテック株

式会社の稼働等による原価低減寄与で吸収し、営業利益は318億９百万円（前年同期比27.1％増）、経常利益は328

億１千８百万円（前年同期比25.4％増）と二桁の増益となりました。中間純利益につきましては、175億９千４百

万円（前年同期比63.5％増）と半期ベースで過去最高を記録しました。 

 なお、当社グループの売上高に占める海外売上高比率は21.7％となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

[医薬品事業] 

＜医療用医薬品＞ 

 国内医療用医薬品におきましては、医療費抑制策が一段と浸透し厳しい市場環境で推移しておりますが、主力製

品の広範囲合成抗菌製剤クラビット、持続性高血圧・狭心症・慢性心不全治療剤アーチスト、持続性選択Ｈ１受容

体拮抗・アレルギー性疾患治療剤ジルテック、非ステロイド性消炎・鎮痛剤モービック、急性心不全治療剤ハン

プ、抗悪性腫瘍剤トポテシン等が伸長したことにより、売上高は1,048億１千５百万円（前年同期比6.2%増）とな

りました。また、第一サントリーファーマ株式会社が承認を取得した心臓疾患診断補助剤アデノスキャンを６月に

発売いたしました。 

 海外医療用医薬品では、合成抗菌原薬レボフロキサシンの欧米向出荷の堅調な推移と主要ライセンシーからの特

許料収入増加、米国子会社におけるニューキノロン系抗菌耳科用製剤フロキシン・オーティックの伸長等により、

売上高は330億６百万円（前年同期比11.6％増）と二桁増収となりました。 

＜検査薬・放射性医薬品＞ 

 医療費抑制策や競合激化により引き続き厳しい状況のなか、検査薬は国内・輸出ともに堅調でしたが、放射性診

断薬が減少した結果、売上高は155億１千７百万円（前年同期比2.8％減）と減収となりました。 

＜一般用医薬品＞ 

 本年４月に新製品２品の発売があったものの、主力の発毛促進医薬品カロヤンガッシュ及びビタミンＣ主薬製剤

システィナＣが競合品の参入等により減少し、売上高は42億５千７百万円（前年同期比24.7％減）と減収となりま

した。 

[その他の事業] 

 ファインケミカル事業におきましては、採算性は改善したものの、欧米向けを中心としたビタミン群の販売減少

等により、売上高は56億２千４百万円（前年同期比14.3%減）となりました。 

 ファインケミカル事業を含むその他の事業合計では、売上高75億７千３百万円（前年同期比9.6％減）となりま

した。 



研究・開発面 

 「５ 研究開発活動」に記載しております。 

生産・技術面 

 本年４月、品質・技術レベルの向上、安定供給、及び一層のコスト低減を目指し、国内３工場を分割承継すると

ともに関西第一サービス株式会社および第一テクノス株式会社を吸収合併した第一ファルマテック株式会社が本格

稼動しました。また、７月には物流品質を確保しつつコスト削減を狙いとした物流拠点統廃合の一環として、札幌

物流センターを閉鎖し東京物流センターへの機能移管を完了しました。原価の大幅低減を目指しグループで取り組

んできました新規の原薬合成法によるレボフロキサシン原薬の生産は、昨年度の米国向輸出品の全面切替え完了に

続き、欧州向輸出品の切替えを開始しました。 

 また第一アスビオファーマ株式会社においては、千代田工場内にハンプ注射用1000の売上拡大と将来の新製品の

開発に対応するバイオ原薬製造設備が、本年10月に竣工いたしました。 

コーポレート面 

 構造改革課題に関しましては、グループを挙げた推進体制の下、スリムで強靭な連結経営構造の整備を進めてき

ました。この間、グループ創薬研究機能の集約、動物薬事業の営業譲渡、生産機能会社第一ファルマテック株式会

社の設立、物流拠点の統廃合等を推進してまいりました。今後も、平成19年４月の三共株式会社との完全統合に向

け、最適かつ競争力のある強靭なグループ体制の確立を目指して順次実行してまいります。 

 情報システムの整備拡充につきましては、国内主要グループ会社を対象に基幹系統合業務システム（ＥＲＰ）を

整備してまいりましたが、現時点においては、サプライチェーンマネジメントシステムの導入を推進しており、本

年5月より株式会社第一ラジオアイソトープ研究所の製造管理機能部分が本格稼動いたしました。 

(2)キャッシュ・フロー 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、前年同期に比べ税金等調整前中間純利益の増加があったも

のの、運転資金や年金制度改定関連の支出増もあり、対前年同期比75億２千９百万円増の248億９千３百万円の収

入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、子会社株式の買取資金が生じましたが、３ヶ月を超える債

券等の償還資金により手当し、資金支出は対前年同期比36億１千万円減の143億１千２百万円となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、株主への一層の利益還元のため前期末配当の増配を行いま

したが、昨年４月にも自己株式の取得を実施しているため、資金支出は対前年同期比35億１千万円減少の47億８千

４百万円となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物は、期首残高より58億７千１百万円増加し、974億４千３百万円の残高となり

ました。 



２【生産、仕入、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）  １．金額は売価換算額によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

  ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）  １．金額は実際仕入額によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

  ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注実績 

 当社グループは、受注生産は行わず、すべて見込生産によっております。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）  １．セグメント間の取引については相殺表去しております。 

  ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

        ３．最近２中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。 

（注）１．㈱メディセオホールディングスは、平成16年10月１日付で㈱クラヤ三星堂より商号変更しており

ます。また、㈱メディセオホールディングスは、平成17年10月１日付で㈱パルタックと経営統合

し㈱メディセオ・パルタックホールディングスに商号変更しております。 

２．アルフレッサ㈱は、平成16年10月１日付で㈱アズウェルと㈱大正堂を吸収分割により承継した福 

         神㈱より商号変更しております。 

３．前中間連結会計期間の金額については、変更後と比較可能になるよう集計し直した金額を記載し 

              ております。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

医薬品事業（百万円） 134,716 0.5 

その他の事業（百万円） 5,768 8.8 

合計（百万円） 140,485 0.8 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

医薬品事業（百万円） 14,713 4.1 

その他の事業（百万円） 688 △54.8 

合計（百万円） 15,402 △1.6 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

医薬品事業（百万円） 158,093 4.9 

その他の事業（百万円） 7,573 △9.6 

合計（百万円） 165,667 4.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

 金額（百万円）   割合（％）  金額（百万円）   割合（％） 

㈱メディセオホールディングス 17,899 11.2 21,732 13.1 

アルフレッサ㈱ 19,883 12.5 20,925 12.6 

 ㈱スズケン 16,799 10.6 18,257 11.0 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

(1)前連結会計年度末における経営上の重要な契約等のうち、以下の契約については、契約内容を変更しておりま

す。 

 １．販売契約（導入） 

 ２．販売契約（導出） 

   なお、前連結会計年度末における経営上の重要な契約等に記載されていた社名のうち、当連結会計期間において

フジサワ ヘルスケア インクがアステラスユーエス社に、また第一サントリーファーマ株式会社は平成17年10月１

日付にて第一アスビオファーマ株式会社に商号変更しております。 

  

(2)経営統合に関する契約 

 当社は、平成17年５月13日開催の取締役会で、平成17年９月28日に三共株式会社と共同持株会社を設立することを

決議し、同日、経営統合契約書に調印いたしました。なお、この共同持株会社設立に関しては、平成17年６月29日開

催の当社127回定時株主総会にて承認されております。 

  

  １．統合の目的 

   当社及び三共株式会社は、製薬業界のグローバル市場化、事業環境の構造変化等が進む中にあって、その企業

価値をさらに向上させるとともに、21世紀においても引き続き日本を代表する製薬企業としての使命を全うする

ために、個別企業としての枠を越えた新たな次元における飛躍を目指し、経営統合することに合意いたしまし

た。 

 この経営統合は、患者と医療従事者の未充足の医療ニーズに応えるべく、革新的な製品及びサービスを継続的

に提供し、世界の主要市場において独自の競争力を有する、日本発の「グローバル創薬型企業」を創造すること

を目的としております。 

  

 ２．株式移転の方法 

  (１)両社が共同で商法第364条に定める株式移転を行うことにより、完全親会社となる共同持株会社「第一三共株

式会社」を設立し、両社はその完全子会社となります。 

   (２)平成19年４月を目処に、「第一三共株式会社」に属する両社の医療用医薬品事業を「第一三共株式会社」に

統合させる予定です。 

  

  ３.株式移転の内容 

   (１)設立する完全親会社が株式移転に際して発行する株式の種類及び数 

     「第一三共株式会社」が株式移転に際して発行する株式の種類は普通株式とし、その数は771,498,064株としま

す。ただし、この株式の数は平成17年３月31日（以下「株式数算定基準日」といいます。）現在の当社及び三共

株式会社の発行済株式総数に基づいて算定されたものであり、その翌日以降、株式移転をなすべき時期の前日ま

でに、当社及び三共株式会社のそれぞれが自己株式を消却した場合、並びに当社及び三共株式会社がそれぞれ発

行した新株引受権及び新株予約権が行使されて各社の普通株式の発行があった場合には、株式移転に際して発行

する株式の数は、次の(a)及び(b)の合計から１株に満たない端数を控除した数といたします。 

契約会社名 相手方の名称 契約品目  国名 販売地域 契約期間 

第一製薬㈱ 
（当社） 

ユーシービージャパン㈱ 塩酸セチリジン  日本  日本 
自 1998．７．27 
至 2015. ３．31 

契約会社名 相手方の名称 契約品目 国名 契約期間 

第一製薬㈱ 
（当社） 

第一薬品㈱ オフロキサシン 韓国 
自 1992．１．１ 
至 2012. ４. 27（以後２年毎の自動更新） 

第一製薬㈱ 
（当社） 

第一薬品㈱ レボフロキサシン 韓国 
自 1994. ７. 28 
至 2014. ９. 30（以後２年毎の自動更新） 



(a) 株式数算定基準日の当社の発行済株式総数（286,453,235株）から、株式数算定基準日の翌日以降に当社

が消却した自己株式の数を減じ、かつ当社が発行した新株引受権及び新株予約権の行使により株式数算定

基準日の翌日以降に新たに発行された普通株式数を加えた数に1.159を乗じた数 

(b) 株式数算定基準日の三共株式会社の発行済株式総数（439,498,765株）から、株式数算定基準日の翌日以

降に同社が消却した自己株式の数を減じ、かつ同社が発行した新株予約権の行使により株式数算定基準日

の翌日以降に新たに発行された普通株式数を加えた数 

   (２)当社及び三共株式会社の株主に対する株式の割当 

「第一三共株式会社」は、株式移転に際して、株式移転をなすべき時期の前日の最終の株主名簿（実質株主名

簿を含みます。以下同じ。）に記載された当社及び三共株式会社の株主（実質株主を含みます。以下同じ。）に

対し、それぞれ次の比率で「第一三共株式会社」の株式を割当てます。 

(a) 当社の株主 

  当社の普通株式１株に対し、「第一三共株式会社」の普通株式1.159株 

(b) 三共株式会社の株主 

  三共株式会社の普通株式１株に対し、「第一三共株式会社」の普通株式１株 

   (３)自己株式の消却並びに新株引受権及び新株予約権の取扱い 

    当社及び三共株式会社は、平成17年８月１日から同年９月26日までの間にそれぞれ取締役会を開催し、当該開

催時点においてそれぞれが保有する自己株式の全部を消却いたします。また、当社及び三共株式会社は、それぞ

れが発行している新株引受権及び新株予約権の全てを自己の責任において消却し、当該権利の保有者に放棄さ

せ、またはその他の適当な方法により、平成17年９月26日までにこれを消滅させるものとし、また、株式移転の

効力発生日においてそれぞれが発行する新株予約権その他の潜在株式が一切存しないよう確保するものといたし

ます。当社及び三共株式会社が新株引受権及び新株予約権を消滅させるために対価を支払う場合、その対価は、

当該新株引受権及び当該新株予約権の価値を合理的な方法で評価した額を超えない金額といたします。 

   (４)設立する完全親会社の資本の額及び資本準備金 

       (a)資本の額 

    50,000百万円 

(b) 資本準備金の額 

株式移転の日に、当社及び三共株式会社に現存する純資産額の合計額から、上記資本の額及び次号に定

める株式移転交付金の合計額を控除した額 

（５）株式移転交付金（株主に支払をなすべき金額） 

「第一三共株式会社」は、株式移転に際し、株式移転をなすべき時期の前日の最終の株主名簿に記載された当

社及び三共株式会社のそれぞれの株主及び登録質権者に対し、株主移転をなすべき時期後３ヵ月以内に、それぞ

れの中間配当金の支払に代えて、次に定める株式移転交付金をお支払いいたします。 

(a) 当社の株主及び登録質権者 

  当社の普通株式１株につき、25円 

(b) 三共株式会社の株主及び登録質権者 

三共株式会社の普通株式１株につき、25円 

（６）株式移転をなすべき時期 

株式移転をなすべき時期は平成17年９月28日とし、「第一三共株式会社」の設立登記も同日に行う予定であり

ます。ただし、株式移転の手続上の必要性その他の事由により必要な場合には、当社及び三共株式会社が協議の

うえ、これを変更することができるものといたします。 

（７）株式移転の日までになす利益配当の限度額 

当社及び三共株式会社は、平成17年３月31日の最終の株主名簿に記載されたそれぞれの株主及び登録質権者に

対し、それぞれ次の金額を限度として、利益の配当を行うことができるものといたします。 

(a) 当社の株主及び登録質権者 

  当社の普通株式１株につき、25円         総額   6,710,100,575円 

(b) 三共株式会社の株主及び登録質権者 

三共株式会社の普通株式１株につき、25円     総額  10,737,712,725円 



  ４.共同持株会社の概要 

   (１)商号 

   第一三共株式会社 （英文：DAIICHI SANKYO COMPANY,LIMITED） 

   (２)事業内容 

   傘下子会社及びグループの経営管理並びにそれに付帯する業務 

   (３)本店所在地 

   東京都中央区 

  ５.三共株式会社の概要 

   (１)事業内容 

   医薬品、医薬部外品、医療用用具等の製造、販売、輸出入 

   (２)設立年月日 

   大正２年３月１日 

   (３)本店所在地 

   東京都中央区日本橋本町三丁目５番１号 

   (４)代表者 

   代表取締役社長 池上 康弘 

（５)資産、負債、資本の状況（平成17年９月30日現在）     

     資産合計   849,049百万円 

     負債合計   121,480百万円 

     資本合計   727,568百万円 



５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発は医薬品事業を中心としておりますが、当社及び連結子会社である埼玉第一製薬㈱は医薬

品事業における医療用医薬品及び一般用医薬品を主として、また、第一サントリーファーマ㈱及びダイイチ・メディ

カル・リサーチ・インコーポレイテッドは医療用医薬品、第一化学薬品㈱及び㈱第一ラジオアイソトープ研究所は、

検査薬・放射性医薬品の研究開発活動を推進しております。当中間連結会計期間における研究開発費の総額は300億

３千１百万円（前年同期比3.6％増）でありました。 

 当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの研究開発活動及び研究開発費は、次のとおりであります。

(1)医薬品事業 

 研究面では、新しい創薬分子標的の発見や、革新的新薬シーズの獲得により、良質な開発候補品を継続的に創出

していくことを目指して研究を推進しており、ニューキノロン系広域感染症治療剤ＤＣ-１５９ａが前臨床研究を

実施中であります。 

 外部研究機関との研究提携では、米国カリフォルニア大学サンフランシスコ校癌研究所ならびに米国ライジェル

社と癌領域の分子標的治療薬探索で、かずさＤＮＡ研究所及びセレスター・レキシコ・サイエンシズ株式会社とは

ゲノム創薬で、それぞれ得られた成果を新薬創製に活かし研究に取り組んでおります。また本年３月に株式会社メ

ディビック・アライアンスと共同で設立した医薬品開発ベンチャー向投資ファンドは、有望な技術情報の収集と研

究提携の実現を目指しております。さらに、本年９月にはGE Healthcare(米ゼネラル・エレクトリック社のヘルス

ケア事業部門)と新たな造影剤の研究開発提携について合意し、日本市場での患者と医療における未充足ニーズを

満足させることを目指し、鋭意研究開発に取り組んでおります。 

 開発面では、米国のダイイチ・メディカル・リサーチ社が評価機能を整え、研究所との連携のもと、経口抗血栓

剤（抗Ⅹａ剤）としてＤＵ-１７６ｂ等、癌化学療法剤でＤＪ-９２７、ニューキノロン系耐性菌感染症治療剤では

ＤＸ-６１９等、抗アレルギー剤ではＤＷ-９０８ｅ等の探索臨床試験を推進中であります。 

 国内においては、抗血小板剤プラビックス（クロピドグレル）、超音波造影剤ソナゾイド、キッセイ薬品工業株

式会社との共同開発品である排尿障害治療剤ＫＭＤ－３２１３（シロドシン）などが申請中であります。加えてサ

ノフィパスツール第一ワクチン株式会社が日本初の小児用インフルエンザ菌ｂ型ワクチンアクトヒブを申請中であ

ります。なお、プラビックスにつきましては、全ての営業権を、当社および当社とサノフィ・アベンティスの合弁

会社からサノフィ・アベンティスグループジャパンへ移転することに合意しましたが、今後も製造面およびプロモ

ーション面において協力することとしております。また、効能追加として、抗悪性腫瘍剤トポテシンの膵癌への適

応、インターフェロンβ製剤フエロンのＣ型代償性肝硬変への適応について申請中であります。一方、オーファン

ドラック（希少疾病用薬）指定を受けている抗痙縮剤ギャバロン髄注（バクロフェン髄腔内持続投与）について

は、本年４月の承認取得に続き、５月に小児適応拡大の申請を行いました。 

 上記のほか開発を推進中のものとして、自社創製のニューキノロン系合成抗菌剤ＤＵ－６８５９ａ（シタフロキ

サシン）、アンジェスＭＧ株式会社から日本・米国・欧州における独占的販売権を取得し末梢性動脈疾患と虚血性

心疾患を対象とするＨＧＦ遺伝子医薬品等があります。 

 また、第一サントリーファーマ株式会社は、アルツハイマー型認知症治療剤ＳＵＮ Ｙ７０１７（メマンチン）

の国内臨床試験を推進しております。 

 検査薬・放射性医薬品では、ゲノム創薬時代に対応した新製品・新技術の開発や遺伝子解析に注力しておりま

す。 

 一般用医薬品では、育毛剤領域、筋肉・消炎領域及び上気道・感冒領域を重点領域として研究開発活動を積極的

に推進しております。また、トラネキサム酸の経口投与における「しみ」の改善効果について臨床試験を実施し客

観的評価によりその効果を確認しました。 

 

 当事業に係る研究開発費の金額は、295億３千５百万円であります。 

(2)その他の事業 

 ファインケミカル製品の開発を中心として、研究開発費の金額は４億９千５百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末に計画しておりました重要な設備の新設、除却等のうち、以下の設備について、平成17年４月１

日に当社より当社連結子会社である第一ファルマテック㈱ヘの移管を完了しております。 

 (注) １．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 ２．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

  なお、前連結会計年度末に計画しておりました㈱第一ラジオアイソトープ研究所の千葉工場における原料生産設

備、及び第一サントリーファーマ㈱（平成17年10月１日付にて第一アスビオファーマ㈱に商号変更。）の医薬センタ

ーにおけるバイオ新プラントについては、平成17年10月に完成しております。 

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別セ

グメントの名称 

設備の 

内容 

帳簿価額（単位 百万円） 

建物及び構築物 機械装置及び運搬具 その他  合計 

 本社 

（東京都中央区） 
 医薬品事業  生産 5 － 5 10 

 大阪工場 

（大阪府高槻市） 
 医薬品事業  生産 4,614 2,691 169 7,475 

 静岡工場 

（静岡県金谷町） 
 医薬品事業  生産 4,816 3,176 292 8,284 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）定款記載の「会社が発行する株式の総数」は789,000,000株となっておりますが、平成17年９月26日に株式 

   17,033,142株を消却しております。 

  

②【発行済株式】 

  （注）当社は、完全親会社「第一三共株式会社」の設立に伴い、平成17年９月21日に東京・大阪の各証券取引所にお

ける上場を廃止しております。 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）自己株式の消却による減少であります。 

(4）【大株主の状況】 

 平成17年９月30日現在

 （注）平成17年９月28日の株式移転により、当社の主要株主について、以下のとおり異動がありました。 

１．当該異動に係る主要株主の名称 

第一三共株式会社 

２．当該異動の前後における当該主要株主の所有議決権の数およびその総株主の議決権に対する割合 

               議決権の数         割合 

異動前                 0個          0.00% 

異動後                         2,694,200個         100.00% 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 771,966,858 

計 771,966,858 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 269,420,093  269,420,093 － － 

計 269,420,093  269,420,093 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成17年９月26日 

 （注） 
△17,033 269,420 － 45,246 － 48,961 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合

（％） 

第一三共株式会社 東京都中央区日本橋本町三丁目５番１号 269,420 100.00 

計 － 269,420 100.00 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１．株価は、いずれも東京証券取引所市場第一部によるものであります。 

     ２．平成17年９月の月別最高・最低株価は、平成17年９月１日から東京証券取引所における当社株式の取引最終

日である平成17年９月20日までの株価について記載しております。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   269,420,000 2,694,200 － 

単元未満株式 普通株式            93 － － 

発行済株式総数 269,420,093 － － 

総株主の議決権 － 2,694,200 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,560 2,475 2,480 2,595 2,655 2,640 

最低（円） 2,300 2,250 2,345 2,455 2,455 2,515 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。なお、当

社は執行役員制度を導入しております。前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの執行

役員（取締役を兼務する執行役員を除く）の異動は、次のとおりであります。 

執行役員の異動 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

第一三共株式会社出向  

（執行役員 監査部長） 
執行役員 法務部長    蓑谷 利朗 平成17年９月28日  

第一三共株式会社出向  

（執行役員 経営管理部

長） 

執行役員 経営推進部長    坂井 学 平成17年９月28日  

第一三共株式会社出向

（執行役員 コーポレー 

トコミュニケーション部

長） 

執行役員 コーポレート

コミュニケーション部長 
   高橋 利夫  平成17年９月28日  



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     15,189 15,569   16,395 

２．受取手形及び売掛
金 

    81,519 87,155   88,168 

３．有価証券     98,111 105,960   107,514 

４．親会社株式      － 6,049   － 

５．抵当証券     20,000 18,000   20,000 

６．たな卸資産     39,117 35,347   40,486 

７．繰延税金資産     18,744 12,738   13,826 

８．その他     11,800 20,041   13,496 

貸倒引当金     △264 △43   △50 

流動資産合計     284,218 54.3 300,819 52.9   299,836 54.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築物 ※１ 141,599   142,285 141,983   

減価償却累計額   84,757 56,841 87,566 54,718 86,013 55,969 

(2）機械装置及び運
搬具 

※１ 113,383   112,673 112,430   

減価償却累計額   91,953 21,430 93,561 19,111 92,724 19,705 

(3）土地 ※１   17,693 16,626   17,526 

(4）建設仮勘定     3,839 7,505   6,029 

(5）その他 ※１ 38,835   38,639 38,264   

減価償却累計額   32,011 6,824 32,193 6,445 31,892 6,372 

有形固定資産合計     106,629 104,408   105,602 

２．無形固定資産           

（1）連結調整勘定     － 10,268   － 

（2）その他     8,345 6,029   6,796 

無形固定資産合計     8,345 16,297   6,796 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券     109,811 118,575   105,461 

(2）長期貸付金     1,607 1,006   763 

(3）前払年金費用     2,523 15,028   15,493 

(4）繰延税金資産     3,195 3,409   3,167 

(5）その他     7,415 9,761   9,756 

貸倒引当金     △231 △317   △323 

投資その他の資産
合計 

    124,321 147,463   134,319 

固定資産合計     239,297 45.7 268,168 47.1   246,718 45.1

資産合計     523,516 100.0 568,987 100.0   546,555 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

    15,089 15,438   17,182 

２．短期借入金 ※１   18 9   18 

３．未払法人税等     9,830 12,160   8,401 

４．引当金     2,026 1,822   1,869 

５．その他     47,294 42,105   46,867 

流動負債合計     74,259 14.2 71,536 12.6   74,339 13.6

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※１   14 5   5 

２．繰延税金負債     579 16,644   9,791 

３．退職給付引当金     18,621 4,819   4,754 

４．役員退職慰労引当
金 

    2,040 1,375   2,200 

５．その他     726 2,910   5,318 

固定負債合計     21,981 4.2 25,754 4.5   22,070 4.0

負債合計     96,240 18.4 97,291 17.1   96,409 17.6

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     2,450 0.5 333 0.1   1,582 0.3

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     45,246 8.6 45,246 7.9   45,246 8.3

Ⅱ 資本剰余金     49,130 9.4 48,961 8.6   49,130 9.0

Ⅲ 利益剰余金     354,530 67.7 350,131 61.5   376,144 68.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    16,117 3.1 27,886 4.9   18,215 3.3

Ⅴ 為替換算調整勘定     △1,368 △0.3 △863 △0.1   △1,305 △0.2

Ⅵ 自己株式     △38,830 △7.4 － －   △38,867 △7.1

資本合計     424,825 81.1 471,362 82.8   448,563 82.1

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    523,516 100.0 568,987 100.0   546,555 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     159,139 100.0 165,667 100.0   328,534 100.0 

Ⅱ 売上原価     49,207 30.9 46,527 28.1   100,834 30.7

売上総利益     109,931 69.1 119,139 71.9   227,699 69.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

          

１．給料及び手当   18,745   19,515 38,076   

２．退職給付費用   1,742   1,583 3,429   

３．研究開発費   28,336   30,031 57,416   

４．その他   36,087 84,911 53.4 36,199 87,330 52.7 72,713 171,636 52.2

営業利益     25,019 15.7 31,809 19.2   56,063 17.1

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   344   390 738   

２．受取配当金   487   559 735   

３．為替差益   419   268 297   

４．その他   318 1,570 1.0 403 1,622 1.0 1,023 2,795 0.9

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   0   0 1   

２．たな卸資産処分損
及び評価損 

  142   132 626   

３．持分法による投資
損失  

  －   242 399   

４．その他   272 414 0.3 238 613 0.4 510 1,538 0.5

経常利益     26,175 16.4 32,818 19.8   57,320 17.5

Ⅵ 特別利益           

１．厚生年金基金代行
返上益  

  －   163 11,747   

２．確定拠出年金移行
に伴う利益  

  －   － 3,769   

３．投資有価証券売却
益 

  179   － 283   

４．土地売却益   145   － 384   

５．動物薬事業譲渡益 ※１ 800 1,124 0.7 － 163 0.1 800 16,983 5.1

Ⅶ 特別損失           

１．事業統合関連損失 ※２ －   790 －   

２．持分変動損失   －   99 －   

３．特別退職加算金   －   71 －   

４．構造改革関連費用 ※３ 7,200   － 7,316   

５．基金脱退一時金 ※４ 381   － 381   

６．投資有価証券評価
損 

  34   － 32   

７．ビタミン独禁法関
連損失  

※５ －   － 111   

８．減損損失 ※６ －   1,339 －   

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

９．固定資産処分損 ※７ 526 8,142 5.1 448 2,749 1.7 1,792 9,633 2.9

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    19,158 12.0 30,232 18.2   64,670 19.7

法人税、住民税及
び事業税 

※８ 10,087   12,095 17,357   

法人税等調整額 ※８ △1,207 8,879 5.5 1,019 13,115 7.9 11,486 28,843 8.8

少数株主損失     △484 △0.3 △477 △0.3   △1,348 △0.4

中間(当期)純利益     10,762 6.8 17,594 10.6   37,175 11.3

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    48,961 49,130   48,961

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．自己株式処分差益  169 169 － － 169 169

Ⅲ 資本剰余金減少高      

１．自己株式処分差損  － － 169 169 － －

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期末）残
高 

   49,130 48,961   49,130

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高    347,973 376,144   347,973

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間(当期)純利益  10,762 10,762 17,594 17,594 37,175 37,175

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  4,045 6,710 8,071 

２．役員賞与   160 144 160 

３．持分法適用会社の増加に伴う
剰余金減少高 

 － － 772 

４. 自己株式消却額  － 36,683 － 

５. 自己株式処分差損  － 4,205 69 43,607 － 9,004

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残
高 

   354,530 350,131   376,144

       



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
  

税金等調整前中間（当期）純

利益 
  19,158 30,232 64,670

減価償却費   7,313 6,426 15,946

減損損失   － 1,339 －

連結調整勘定償却額   3 － 3

退職給付引当金の減少額   △1,101 △585 △14,807

前払年金費用の減少額（△増

加額） 
  △2,523 464 △15,493

貸倒引当金の増加額（△減少

額） 
  175 △13 △139

受取利息及び受取配当金   △831 △949 △1,474

支払利息   0 0 1

投資有価証券評価損   35 2 34

有形固定資産処分損   526 448 1,792

売上債権の減少額（△増加

額） 
  △194 1,040 △6,793

たな卸資産の減少額（△増加

額） 
  141 5,163 △1,290

仕入債務の増加額（△減少

額） 
  891 △1,757 3,011

未払金・未払費用の増加額

（△減少額） 
  3,725 △2,539 1,457

その他   △197 △7,474 6,453

小計   27,123 31,797 53,373

利息及び配当金の受取額   855 1,035 1,501

利息の支払額   △0 △0 △1

罰金及び和解金の支払額   － － △89

法人税等の支払額   △10,614 △7,939 △19,212

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
  17,363 24,893 35,571

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
  

定期預金の預入による支出   △5,049 △1,663 △7,800

定期預金の払戻による収入   6,994 1,417 8,267

有価証券の取得による支出   △13,045 △7,002 △26,601

有価証券の売却による収入   11,110 17,913 25,210

有形固定資産の取得による支

出 
  △5,558 △7,555 △10,753

無形固定資産の取得による支

出 
  △2,088 △501 △2,546

投資有価証券の取得による支

出 
  △14,611 △18,546 △24,443

投資有価証券の売却による収

入 
  7,042 10,610 22,181

少数株主からの子会社株式の

取得による支出 
  － △10,268 －

その他の投資の取得による支

出 
  △458 △242 △1,434

その他   △2,257 1,526 △4,065

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
  △17,923 △14,312 △21,989

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
  

長期借入金の返済による支出   △9 △9 △18

配当金の支払額   △4,045 △6,710 △8,071

自己株式の取得による支払額   △4,226 △24 △4,263

ストックオプションの権利行

使による自己株式処分に伴う

収入 

  － 1,970 －

その他   △13 △11 △15

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
  △8,294 △4,784 △12,369

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算

差額 
  147 84 12

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額

（△減少額） 
  △8,706 5,879 1,225

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   90,346 91,571 90,346

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び

現金同等物の減少額 
  － △8 －

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
※ 81,640 97,443 91,571

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社数 30社 

 主要な連結子会社名 

（国内）第一化学薬品株式会社、株式会

社第一ラジオアイソトープ研究

所、第一ファインケミカル株式

会社、埼玉第一製薬株式会社、

第一サントリーファーマ株式会

社 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社数 26社 

 主要な連結子会社名 

（国内）第一化学薬品株式会社、株式会

社第一ラジオアイソトープ研究

所、第一ファインケミカル株式

会社、埼玉第一製薬株式会社、

第一サントリーファーマ株式会

社、第一ファルマテック株式会

社 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社数 31社 

 主要な連結子会社名 

（国内）第一化学薬品株式会社、株式会

社第一ラジオアイソトープ研究

所、第一ファインケミカル株式

会社、埼玉第一製薬株式会社、

第一サントリーファーマ株式会

社 

（海外）ダイイチ・ファーマシューチカ

ル・コーポレーション、ダイイ

チ・メディカル・リサーチ・イ

ンコーポレイテッド、第一製薬

（北京）有限公司、第一製薬

（中国）有限公司 

 当中間連結会計期間において、新たに

設立したダイイチ・ファーマシューチカ

ル・コーポレーション及びダイイチ・メ

ディカル・リサーチ・インコーポレイテ

ッドの２社を連結の範囲に含めておりま

す。なお、連結子会社ダイイチ・ファー

マシューチカル・コーポレーションはダ

イイチ・ファーマ・ホールディングス・

インコーポレイテッドに社名変更してお

ります。 

（海外）ダイイチ・ファーマシューチカ

ル・コーポレーション、ダイイ

チ・メディカル・リサーチ・イ

ンコーポレイテッド、第一製薬

（北京）有限公司、第一製薬

（中国）有限公司 

 当中間連結会計期間において、関西第

一サービス株式会社及び第一テクノス株

式会社を連結子会社第一ファルマテック

株式会社に、また、株式会社第一サント

リー生物医学研究所を連結子会社第一サ

ントリーファーマ株式会社に吸収合併し

たため、連結の範囲から除外しておりま

す。 

 また、当中間連結会計期間において、

東京医薬紙器株式会社及び西邨紙器株式

会社は、当社保有株式の一部を売却した

ため当中間連結会計期間末に連結の範囲

から除外し、持分法を適用しております

が、損益計算書については連結しており

ます。 

（海外）ダイイチ・ファーマシューチカ

ル・コーポレーション、ダイイ

チ・メディカル・リサーチ・イ

ンコーポレイテッド、第一製薬

（北京）有限公司、第一製薬

（中国）有限公司 

 当連結会計年度において、新たに設立

したダイイチ・ファーマシューチカル・

コーポレーション、ダイイチ・メディカ

ル・リサーチ・インコーポレイテッド及

び第一ファルマテック株式会社の３社を

連結の範囲に含めております。なお、連

結子会社ダイイチ・ファーマシューチカ

ル・コーポレーションはダイイチ・ファ

ーマ・ホールディングス・インコーポレ

イテッドに社名変更しております。 

(2)非連結子会社数 ２社 

 非連結子会社は、小規模会社であり、

総資産、売上高、中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結財務諸表に

対する影響が軽微であるため、連結の範

囲から除外しております。 

(2)非連結子会社数 ３社 

       同左 

(2)非連結子会社数 ３社 

 当連結会計年度において、新たに設立

したため非連結子会社が１社増加しまし

たが、小規模会社であり、総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも連結財務諸表に対する影響が軽微

であるため、連結の範囲から除外してお

ります。 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1)          ───── 

  

(1)持分法適用の関連会社数 ４社 

主要な会社名 

サノフィパスツール第一ワクチン株式会

社、東京医薬紙器株式会社、西邨紙器株式

会社他１社 

 当中間連結会計期間において、アベンテ

ィスパスツール第一ワクチン株式会社は、

サノフィパスツール第一ワクチン株式会社

に社名変更しております。 

(1)持分法適用の関連会社数 ２社  

主要な会社名 

アベンティスパスツール第一ワクチン株式

会社他１社 

 重要性が増加したことにより、それぞれ

当連結会計年度より持分法適用の関連会社

に含めております。 

(2)非連結子会社２社及び関連会社５社

（アベンティスパスツール第一ワクチン株

式会社他６社）については、それぞれ中間

純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がない

ため、これらの会社に対する投資勘定につ

いては、持分法を適用せず原価法により評

価しております。 

(2)非連結子会社３社及び関連会社２社に

ついては、それぞれ中間純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、これらの会

社に対する投資勘定については、持分法を

適用せず原価法により評価しております。 

(2)非連結子会社３社及び関連会社３社に

ついては、それぞれ当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、これらの会

社に対する投資勘定については、持分法を

適用せず原価法により評価しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3)          ───── (3)持分法適用会社のうち、中間決算日が

中間連結決算日と異なる会社については、

各社の中間会計期間に係る財務諸表を使用

しております。  

(3)持分法適用会社のうち、決算日が連結

決算日と異なる会社については、各社の事

業年度に係る財務諸表を使用しておりま

す。  

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社のうち、第一製薬（中国）有 

限公司、第一製薬（北京）有限公司、ダイ

イチ・アスビオ・ファーマシューチカル

ズ・インコーポレイテッド、ダイイチ・ア

スビオ・ホールディングス・インコーポレ

イテッド及びダイイチ・アスビオ・メディ

カル・リサーチ・ラボラトリーズ・リミテ

ッド・ライアビリティ・カンパニーの中間

決算日は６月30日であります。中間連結財

務諸表の作成に当っては、同中間決算日現

在の財務諸表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

  

        同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、第一製薬（中国）有 

限公司、第一製薬（北京）有限公司、ダイ

イチ・アスビオ・ファーマシューチカル

ズ・インコーポレイテッド、ダイイチ・ア

スビオ・ホールディングス・インコーポレ

イテッド及びダイイチ・アスビオ・メディ

カル・リサーチ・ラボラトリーズ・リミテ

ッド・ライアビリティ・カンパニーの決算

日は12月31日であります。連結財務諸表の

作成に当っては、同決算日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行

っております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

満期保有目的債券 

……償却原価法（定額法） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

満期保有目的債券 

……同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

満期保有目的債券 

……同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時

価法 

（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

…主として移動平均法に基づく原

価法 

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

(ロ）たな卸資産 

……主として総平均法に基づく低価

法 

(ロ）たな卸資産 

……同左 

(ロ）たな卸資産 

……同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却方法 

(イ）有形固定資産 

……主として定率法によっておりま

すが、一部の在外連結子会社は

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却方法 

（イ）有形固定資産 

……主として定率法によっておりま

す。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備

を除く）については定額法によ

っております。 

一部の在外連結子会社は定額法

によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却方法 

（イ）有形固定資産 

……主として定率法によっておりま

すが、一部の在外連結子会社は

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物及び構築物 38～50年

機械装置及び運搬具 ４～７年

建物及び構築物 38～50年

機械装置及び運搬具 ４～７年

建物及び構築物 38～50年

機械装置及び運搬具 ４～７年

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

   （会計処理方法の変更） 

 平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）について、これ

まで定率法によっておりましたが、当

中間連結会計期間より定額法に変更い

たしました。 

 この変更は、当社グループ事業にお

いて、当該設備の投資効果が、稼動状

況の影響を受けず、かつ、毎期規則的

に発現すると考えられることから、構

造改革の一環として研究・生産・物流

各拠点の各機能を集約・再編し一層の

効率化とコスト競争力を図るため当該

各拠点を統廃合したことを機として、

今後の設備計画等に基づいて経営実態

をより的確に反映し期間損益計算をよ

り合理的なものとするため、並びに当

社が平成17年５月13日に三共株式会社

と経営統合契約書を締結し平成17年９

月28日に共同持株会社「第一三共株式

会社」を設立したため、企業集団とし

て会計処理の統一を図る必要が生じた

ことに伴い、償却方法を見直した結

果、実施したものであります。 

 この変更により、従来の方法によっ

た場合と比較して、当中間連結会計期

間の減価償却費は、108百万円減少

し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前中間純利益はそれぞれ108百万円

増加しております。  

 セグメント情報に与える影響は、

（セグメント情報）に記載しておりま

す。 

  

（ロ）無形固定資産及び長期前払費用 

……定額法 

（ロ）無形固定資産及び長期前払費用 

……同左 

（ロ）無形固定資産及び長期前払費用 

……同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(ロ）返品調整引当金 

 販売済製商品について中間期末日後

に発生が予測される返品に備えるた

め、返品見込額に対し、これの売上利

益及び廃棄損失相当額の合計額までを

計上しております。 

 なお、戻入額17百万円は売上原価で

処理しております。 

(ロ）返品調整引当金 

 販売済製商品について中間期末日後

に発生が予測される返品に備えるた

め、返品見込額に対し、これの売上利

益及び廃棄損失相当額の合計額までを

計上しております。 

 なお、戻入額114百万円は売上原価

で処理しております。 

(ロ）返品調整引当金 

 販売済製商品について期末日後に発

生が予測される返品に備えるため、返

品見込額に対し、これの売上利益及び

廃棄損失相当額の合計額までを計上し

ております。 

 なお、戻入額43百万円は売上原価で

処理しております。 

(ハ）売上割戻引当金 

 当中間期の製商品売上高に対する将

来の売上割戻しに備えるため、中間期

末売掛金及び中間期末特約店在庫金額

に対し支出見込率を乗じた額を計上し

ております。 

(ハ）売上割戻引当金 

同左 

(ハ）売上割戻引当金 

 当期の製商品売上高に対する将来の

売上割戻しに備えるため、期末売掛金

及び期末特約店在庫金額に対し支出見

込率を乗じた額を計上しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(ニ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

(ニ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

(ニ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成16年１月26日に厚生労働大

臣から将来分支給義務免除の認可を受

けております。 

 当中間連結会計期間末において測定

された返還相当額（最低責任準備金）

は20,173百万円であり、当該返還相当

額（最低責任準備金）の支払が当中間

連結会計期間末に行われたと仮定して

「退職給付会計に関する実務指針（中

間報告）」（日本公認会計士協会会計

制度委員会報告第13号）第44－２項を

適用した場合に生じる損益（特別利

益）の見込額は11,978百万円でありま

す。 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成17年１月１日に厚生労働大

臣から過去分返上の認可を受け、平成

17年５月31日に国に返還額（最低責任

準備金）の納付を行いました。 

 当中間連結会計期間における損益に

与えている影響額は、特別利益として

163百万円計上しております。 

  

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成17年１月１日に厚生労働大

臣から過去分返上の認可を受けており

ます。 

 当連結会計年度末における損益に与

えている影響額は、特別利益として

11,747百万円計上しております。 

  

 また、当社及び一部の国内連結子会

社は、確定拠出年金法の施行に伴い、

平成17年１月に退職一時金制度の一部

について確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、特別利益と

して3,769百万円計上しております。 

(ホ）役員退職慰労引当金 

 役員の退職時に支給される退職金の

支払に備えるため、当社及び国内連結

子会社は内規に基づいた中間期末要支

給額を計上しております。 

(ホ）役員退職慰労引当金 

同左 

(ホ）役員退職慰労引当金 

 役員の退職時に支給される退職金の

支払に備えるため、当社及び国内連結

子会社は内規に基づいた期末要支給額

を計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債は、中

間決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債は、連

結決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、為替予約について、振当処

理の要件を満たしている場合には、振

当処理を採用しております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約等   外貨建金銭債権 

同左 同左 

(ハ）ヘッジ方針 

 社内管理規程に基づき為替変動リス

クをヘッジしております。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

 社内管理規程に基づき、ヘッジ手段

とヘッジ対象の為替相場の変動による

相関関係によって有効性を評価し、有

効性の検証を実施しております。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

(7）消費税等の会計処理 

同左 

(7）消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  

───── 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これ

により税金等調整前中間純利益は1,339百

万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。  

  

───── 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券評価損」は、前

中間連結会計期間は「その他」に含めて表示しておりましたが、当中

間連結会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれている「投資有価

証券評価損」は2百万円であります。 

──────── 

  

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

担保資産 

※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

担保資産 

※１．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

担保資産 

建物及び構築物 444百万円 ( 444百万円)

機械装置及び運

搬具 
288 〃 ( 288 〃 )

土地 724 〃 ( 724 〃 )

有形固定資産・

その他 
27 〃 (  27 〃 )

  1,484百万円 (1,484百万円)

建物及び構築物    409百万円 ( 409百万円)

機械装置及び運

搬具 
261 〃 (  261 〃 )

土地 724 〃  (  724 〃 )

有形固定資産・

その他 
22 〃 (  22 〃 )

   1,419百万円 (1,419百万円)

建物及び構築物    426百万円 (  426百万円)

機械装置及び運

搬具 
264 〃 ( 264  〃 )

土地 724 〃 ( 724  〃 )

有形固定資産・

その他 
26 〃 (  26 〃 )

   1,441百万円 (1,441百万円)

担保付債務 担保付債務 担保付債務 

短期借入金 

長期借入金 

 17百万円

 8百万円

( 17百万円)

(  8百万円)

短期借入金 

  

   8百万円

 

(  8百万円)

 

短期借入金 

  

  17百万円

  

( 17百万円)

 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当

に供されている資産並びに当該債務を示

しております。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当

に供されている資産並びに当該債務を示

しております。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵当

に供されている資産並びに当該債務を示

しております。 

 ２．偶発債務 

(1）次のとおり金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

被保証人 

 ２．偶発債務 

(1）次のとおり金融機関等からの借入に

対し、債務保証を行っております。 

被保証人 

 ２．偶発債務 

(1）次のとおり金融機関等からの借入に

対し、債務保証を行っております。 

被保証人 

従業員(住宅資金等) 2,993百万円 従業員(住宅資金等)  2,435百万円

サノフィパスツー

ル第一ワクチン株

式会社  

  350百万円

従業員(住宅資金等)  2,737百万円

アベンティスパス

ツール第一ワクチ

ン株式会社 

  350百万円

(2)受取手形割引高 111百万円 (2)受取手形割引高    27百万円 (2)受取手形割引高    78百万円

 ３．当社グループは、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。こ

の契約に基づく当中間連結会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

 ３．当社グループは、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。こ

の契約に基づく当中間連結会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

 ３．当社グループは、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。こ

の契約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメント

の総額 
30,000百万円

借入実行残高 ― 〃 

差引額 30,000百万円

貸出コミットメント

の総額 
  30,000百万円

借入実行残高 ― 〃 

差引額   30,000百万円

貸出コミットメント

の総額 
  30,000百万円

借入実行残高 ― 〃 

差引額   30,000百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．動物薬事業譲渡益   

 動物薬事業の営業譲渡に伴う利益であり

ます。 

※１．     ─────  

  

※１．動物薬事業譲渡益   

 動物薬事業の営業譲渡に伴う利益であり

ます。 

※２．     ───── 

  

※２．事業統合関連損失 

  第一三共グループにおける事業統合の

一環としての米国拠点の移転に伴う事務

所解約一時金相当額等であります。 

※２．     ───── 

  

※３．構造改革関連費用 

構造改革の一環として国内３工場の会社

分割により設立する生産新会社への転籍

者に対する割増退職金相当額でありま

す。 

※３．     ───── 

       

※３．構造改革関連費用 

構造改革の一環として国内３工場の会社

分割により設立した第一ファルマテック

株式会社への転籍者に対する割増退職金

であります。 

※４．基金脱退一時金 

 子会社中１社の総合設立型厚生年金基金

脱退に伴う一時金相当額であります。 

※４．     ───── 

  

※４．基金脱退一時金 

 子会社中１社の総合設立型厚生年金基金

脱退に伴う一時金相当額であります。 

※５．     ───── 

  

※５．     ───── 

  

※５．ビタミン独禁法関連損失 

 ビタミンカルテルによる損害賠償請求に

伴う個別和解による和解金であります。

※６．     ───── 

  

※６．減損損失 

 当社グループ（当社及び連結子会社）

は、稼動資産については製品の種類や営

業活動の類似性、企業集団としての整

合、及び将来的な管理の継続性を考慮し

て管理会計上の事業別損益管理区分によ

りグルーピングしており、また、事業の

用に直接供していない遊休資産について

は個々にグルーピングしております。 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。 

<遊休資産＞  

場所 用途 種類 摘要 

札幌市 

白石区 

旧札幌物

流センタ

ー物流設

備 

土地 遊休

栃木県 

下都賀

郡 

旧栃木研

究センタ

ー研究設

備 

建物及

び土地

等 

遊休

千葉県

山武郡 

千葉工場

工場用地 
土地 遊休

※６．     ───── 

  

   上記の資産グループは、遊休状態で

あり今後の使用見込みも未確定なた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（1,339百万

円）として特別損失に計上いたしまし

た。 

 その内訳は、建物420百万円、構築物

17百万円、機械及び装置7百万円、工具

器具及び備品4百万円、土地890百万円

であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価

額は正味売却価額により測定してお

り、主として不動産鑑定士による鑑定

評価額を使用しております。 

  

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※７．固定資産処分損の内訳は次のとおりで

あります。 

※７．固定資産処分損の内訳は次のとおりで

あります。 

※７．固定資産処分損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 264百万円

機械装置及び運搬具 120 〃 

有形固定資産・その他 141 〃 

建物及び構築物    81百万円

機械装置及び運搬具 87 〃 

有形固定資産・その他 279 〃 

建物及び構築物    884百万円

機械装置及び運搬具 267 〃 

有形固定資産・その他 639 〃 

※８．中間連結会計期間に係る納付税額及び

法人税等調整額は、当連結会計年度にお

いて予定している利益処分による特別償

却準備金及び固定資産圧縮積立金の取崩

しを前提として、当中間連結会計期間に

係る金額を計算しております。 

※８．      同左 ※８．     ───── 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 15,189百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△606 〃 

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資 
67,056 〃 

現金及び現金同等物 81,640百万円

現金及び預金勘定     15,569百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△865 〃 

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資
   82,739 〃 

現金及び現金同等物     97,443百万円

現金及び預金勘定     16,395百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
     △579 〃 

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資 
    75,755 〃 

現金及び現金同等物     91,571百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

1,081 464 617 

有形固定資
産・その他 

9,301 5,306 3,995 

合計 10,383 5,770 4,612 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

1,193 532 661

有形固定資
産・その他 

8,978 5,631 3,347

合計 10,172 6,163 4,008

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

1,100 506 594

有形固定資
産・その他 

9,711 6,232 3,478

合計 10,811 6,738 4,073

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,119百万円

１年超 2,493百万円

合計 4,612百万円

１年内    1,729百万円

１年超    2,279百万円

合計   4,008百万円

１年内    1,869百万円

１年超    2,204百万円

合計    4,073百万円

（注）取得価額相当額及び未経過リース料中

間期末残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額及び未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1,192百万円

減価償却費相当額 1,192百万円

支払リース料    1,193百万円

減価償却費相当額    1,193百万円

支払リース料    2,366百万円

減価償却費相当額    2,366百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、減損処理の対象はありませんでし

た。なお、減損処理にあたっての基準は、次の区分によっております。 

① 時価の期首取得原価に対する下落率が50％以上 

 原則として減損処理を行う。但し、合理的事由がある場合は除く。 

② 時価の期首取得原価に対する下落率が30％以上～50％未満 

 個別銘柄毎に回復可能性の検討を行ない回復可能性がないと判断した場合は減損処理を行う。 

③ 時価の期首取得原価に対する下落率が30％未満 

 原則として減損処理は行わない。 

３ 時価のない主な有価証券の内容 

  
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1)国債・地方債等 － － － 

(2)社債 75,449 74,953 △495 

(3)その他 － － － 

合計 75,449 74,953 △495 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 27,431 54,877 27,445 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 1,120 1,147 27 

その他 － － － 

(3)その他 5,811 5,472 △338 

合計 34,363 61,497 27,133 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券   

譲渡性預金 18,000 

コマーシャル・ペーパー 40,493 

(2)その他有価証券   

マネー・マネジメント・ファンド 8,563 

店頭売買株式を除く非上場株式 2,482 

優先出資証券 1,000 



当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） その他有価証券で時価のある株式の減損処理については、次の区分によっております。 

① 時価の期首取得原価に対する下落率が50％以上 

 原則として減損処理を行う。但し、合理的事由がある場合は除く。 

② 時価の期首取得原価に対する下落率が30％以上～50％未満 

 個別銘柄毎に回復可能性の検討を行ない回復可能性がないと判断した場合は減損処理を行う。 

③ 時価の期首取得原価に対する下落率が30％未満 

 原則として減損処理は行わない。 

３ 時価のない主な有価証券の内容 

  
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1)国債・地方債等 2,993 2,955 △37 

(2)社債 63,027 62,622 △405 

(3)その他 － － － 

合計 66,020 65,577 △443 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 26,895 73,132 46,236 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 1,120 1,178 58 

その他 － － － 

(3)その他 2,160 2,757 596 

合計 30,176 77,067 46,891 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券   

譲渡性預金 24,000 

コマーシャル・ペーパー 48,775 

(2)その他有価証券   

中国ファンド・ＭＭＦ・ＦＦＦ 9,964 

優先株式 1,000 

非上場株式 2,328 

優先出資証券 1,000 



前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） その他有価証券で時価のある株式の減損については、次の区分によっております。 

① 時価の期首取得原価に対する下落率が50％以上 

 原則として減損処理を行う。但し、合理的事由がある場合は除く。 

② 時価の期首取得原価に対する下落率が30％以上～50％未満 

 個別銘柄毎に回復可能性の検討を行ない回復可能性がないと判断した場合は減損処理を行う。 

③ 時価の期首取得原価に対する下落率が30％未満 

 原則として減損処理は行わない。 

３ 時価のない主な有価証券の内容 

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1)国債・地方債等 － － － 

(2)社債 68,742 68,514 △227 

(3)その他 － － － 

合計 68,742 68,514 △227 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 26,892 57,451 30,559 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 1,120 1,176 56 

その他 － － － 

(3)その他 5,672 5,699 27 

合計 33,685 64,328 30,643 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券   

譲渡性預金 20,000 

コマーシャル・ペーパー 47,492 

(2)その他有価証券   

中国ファンド・ＭＭＦ・ＦＦＦ 8,263 

優先株式 1,000 

非上場株式 2,061 

優先出資証券 1,000 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。なお、ヘッジ会計を適用し、「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債権

に振り当てたデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。なお、ヘッジ会計を適用し、「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債権

に振り当てたデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。なお、ヘッジ会計を適用し、「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債権

に振り当てたデリバティブ取引については、注記の対象から除いております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

   

 （注）１．事業区分の方法 

当社及び連結子会社の事業区分は、医療用医薬品を中心とする医薬品事業とこれに属さないその他の事業に

分類しております。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

医薬品事業 
（百万円） 

その他の事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 150,761 8,377 159,139 － 159,139 

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
103 1,413 1,516 (1,516) － 

計 150,865 9,790 160,655 (1,516) 159,139 

営業費用 121,949 9,977 131,927 2,191 134,119 

営業利益又は営業損失（△） 28,915 △186 28,728 (3,708) 25,019 

  

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

医薬品事業 
（百万円） 

その他の事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 158,093 7,573 165,667 － 165,667 

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
117 1,310 1,427 (1,427) － 

計 158,210 8,884 167,095 (1,427) 165,667 

営業費用 121,938 8,744 130,683 3,175 133,858 

営業利益 36,271 140 36,412 (4,603) 31,809 

  

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

医薬品事業 
（百万円） 

その他の事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 311,844 16,689 328,534 － 328,534 

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
73 2,783 2,857 (2,857) － 

計 311,917 19,473 331,391  (2,857) 328,534 

営業費用 247,821 19,552 267,373 5,096 272,470 

営業利益又は営業損失（△） 64,096 △78 64,017 (7,953) 56,063 



２．各事業区分の主要製品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 ４．会計処理方法の変更 

  （当中間連結会計期間） 

   有形固定資産資産の減価償却方法の変更 

        「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理方法の変更」に記載のとおり、

平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）について、これまで定率法によっておりました

が、当中間連結会計期間より定額法に変更しました。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較し

て、当中間連結会計期間の営業費用は、医薬品事業が102百万円、その他の事業が５百万円減少し、営業利

益が同額増加しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間 ― 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在

地別セグメント情報の記載を省略いたしました。 

当中間連結会計期間 ― 同上 

  

前連結会計年度   ― 同上 

事業区分 主要製品等 

医薬品事業 医療用医薬品、検査薬・放射性医薬品、一般用医薬品 

その他の

事業 

ファインケミカル事

業 
ビタミンバルク、化成品、工業薬品 他 

安全性研究事業 受託試験研究 

その他事業 不動産賃貸 他 

  
前中間連結
会計期間
（百万円） 

当中間連結
会計期間
（百万円） 

前連結会計
年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項

目に含めた配賦不

能営業費用の金額 

3,698 4,643 7,919 提出会社の管理部門に係る費用 



【海外売上高】 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）米州    ………アメリカ 

(2）欧州    ………ドイツ、フランス、イタリア 

(3）アジアその他………中国、台湾、韓国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

  米州 欧州 アジアその他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 21,328 7,821 4,354 33,504 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       159,139 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
13.5 4.9 2.7 21.1 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  米州 欧州 アジアその他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 23,617 7,756 4,510 35,884 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       165,667 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
14.3 4.7 2.7 21.7 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  米州 欧州 アジアその他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 46,608 13,392 8,588 68,589 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       328,534 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
14.2 4.1 2.6 20.9 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,582円68銭

１株当たり中間純利

益金額 
40円08銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
40円07銭

１株当たり純資産額  1,749円55銭

１株当たり中間純利

益金額 
  65円47銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
  65円44銭

１株当たり純資産額  1,670円71銭

１株当たり当期純利

益金額 
137円95銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
  137円90銭

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益

金額 
      

中間（当期）純利益（百万円） 10,762 17,594 37,175 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 137 

（うち利益処分による役員賞与

金（百万円）） 
(－) (－) (137)  

普通株式に係る中間（当期）純

利益（百万円） 
10,762 17,594 37,037 

期中平均株式数（千株） 268,548 268,739 268,481 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 
      

普通株式増加数（千株） 65 139 111 

（うち新株予約権（千株）） (65) (139)  (111)  

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

 新株引受権２種類（目

的となる株式数計1,001千

株）、新株予約権２種類

（新株予約権の数7,650

個）。これらの詳細は、

「新株予約権等の状況」

に記載のとおりでありま

す。 

 新株引受権２種類（目

的となる株式数計1,001千

株）。 

 なお、当中間連結会計

期間末においてはすべて

消滅しております。 

 新株引受権２種類（目

的となる株式数計1,001千

株）、新株予約権１種類

（新株予約権の数4,090

個）。  

 概要は、「第４ 提出

会社の状況 １ 株式等

の状況、（２）新株予約

権等の状況」に記載のと

おりであります。  



（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

訴訟事件等 

(イ) 当社と当社の100％子会社であるダイイチ・ファーマシューチカル・コーポレーション及びダイイチ・

ファインケミカルズ・インコーポレーテッド（第一ファインケミカル株式会社が100％所有）は、パント

テン酸カルシウム及びビタミンＢ６の販売に関して、カルテルによって損害を被ったとする人々から他の

ビタミン製造・販売会社とともに、米国において連邦裁判所及び州裁判所に対し損害賠償請求訴訟を提起

されております。また、カナダにおいても当社は同様の損害賠償請求訴訟を地方裁判所に提起されており

ます。 

 米国における連邦裁判所の訴訟については、平成11年11月に原告側との間に和解金を支払うことで集団

和解契約を締結し和解手続きを進めました。和解契約に基づく和解金は、米国及びカナダ政府との司法取

引による罰金とともに、平成12年３月期連結会計年度において特別損失に計上いたしました。なお、集団

和解より離脱した原告について個別に和解交渉を継続した結果、ほぼ個別和解が成立し、平成15年３月期

連結会計年度までに和解金を特別損失として計上しております。また、米国の州裁判所に提起された訴訟

については、平成12年10月に、一部の州を除き原告側との間に和解金を支払うことで集団和解契約が成立

し、和解手続きを進めました。和解契約に基づく和解金は、平成13年３月期及び平成14年３月期連結会計

年度において、特別損失に計上いたしました。集団和解より離脱した一部の原告及び集団和解契約に参加

しなかった州の原告については、個別に和解を進めており、平成17年３月期連結会計年度までに特別損失

に計上しております。 

 カナダにおける損害賠償請求訴訟については、和解が成立し、平成17年３月期連結会計年度までに特別

損失に計上しております。 

(ロ) ヨーロッパにおいて当社は、同品の販売に関して、ＥＵ競争法に基づく欧州委員会の調査を受け、平成

13年11月に同委員会よりＥＵ競争法違反による23,400千ユーロ（約27億円）の課徴金の決定通知を受領し

ました。これに対し当社は内容を検討した結果、平成14年２月欧州第一審裁判所に控訴いたしました。供

託した課徴金のうち、一部を平成14年３月期連結会計年度において特別損失に計上しております。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   7,252   4,748 6,455   

２．受取手形   8,031   6,481 6,771   

３．売掛金   59,258   65,771 63,046   

４．有価証券   98,111   105,960 107,514   

５．親会社株式   －   6,049 －   

６．抵当証券   20,000   18,000 20,000   

７．たな卸資産   28,082   17,961 31,560   

８．その他   32,531   34,858 33,837   

貸倒引当金   △200   － －   

流動資産合計     253,068 50.4 259,830 48.4   269,185 52.9

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物   35,148   25,005 33,851   

(2）その他   25,105   15,534 24,282   

計     60,254 40,539   58,133 

２．無形固定資産     8,813 7,684   7,915 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   106,560   116,611 104,045   

(2) 関係会社株式   52,738   106,466 52,748   

(3) 前払年金費用   2,523   14,930 15,385   

(4）その他   17,952   22,162 20,865   

貸倒引当金    △179   △1,280 △676   

投資損失引当金   －   △30,553 △18,671   

計     179,596 228,337   173,698 

固定資産合計     248,664 49.6 276,561 51.6   239,747 47.1

資産合計     501,732 100.0 536,392 100.0   508,932 100.0 

           

 



    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   14,360   20,330 16,163   

２．未払法人税等   8,511   10,655 7,023   

３．預り金   －   32,650 24,320   

４．引当金   2,026   1,822 1,869   

５．その他   56,415   25,812 30,608   

流動負債合計     81,314 16.2 91,271 17.0   79,985 15.7

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   10,977   216 213   

２．役員退職慰労引当
金 

  1,109   832 1,208   

３．その他   －   16,911 12,503   

固定負債合計     12,086 2.4 17,960 3.4   13,926 2.8

負債合計     93,401 18.6 109,232 20.4   93,912 18.5

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     45,246 9.0 45,246 8.4   45,246 8.9

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   48,961   48,961 48,961   

２．その他資本剰余金   169   － 169   

資本剰余金合計     49,130 9.8 48,961 9.1   49,130 9.6

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   7,599   7,599 7,599   

２．任意積立金   309,353   269,401 309,353   

３．中間(当期)未処分
利益 

  20,250   28,295 24,442   

利益剰余金合計     337,203 67.2 305,296 56.9   341,395 67.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    15,580 3.1 27,655 5.2   18,115 3.5

Ⅴ 自己株式     △38,830 △7.7 － －   △38,867 △7.6

資本合計     408,331 81.4 427,159 79.6   415,020 81.5

負債資本合計     501,732 100.0 536,392 100.0   508,932 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     126,222 100.0 132,313 100.0   259,912 100.0 

Ⅱ 売上原価     40,164 31.8 38,650 29.2   82,004 31.6

売上総利益     86,058 68.2 93,663 70.8   177,908 68.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    61,940 49.1 64,080 48.4   123,467 47.5

営業利益     24,117 19.1 29,582 22.4   54,440 20.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,762 1.4 2,327 1.7   2,928 1.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   274 0.2 553 0.4   1,046 0.4

経常利益     25,605 20.3 31,356 23.7   56,322 21.7

Ⅵ 特別利益 ※３   679 0.5 847 0.6   15,520 5.9

Ⅶ 特別損失 ※４   7,619 6.0 13,387 10.1   26,978 10.4

税引前中間(当期)
純利益 

    18,665 14.8 18,816 14.2   44,865 17.2

法人税、住民税及
び事業税 

※５ 9,020   10,730 15,400   

法人税等調整額 ※５ △1,440 7,580 6.0 623 11,353 8.6 10,161 25,561 9.8

中間（当期）純利
益 

    11,085 8.8 7,462 5.6   19,303 7.4

前期繰越利益     9,165 57,584   9,165 

自己株式処分差損     － 69   － 

自己株式消却額     － 36,683   － 

中間配当額     － －   4,026 

中間(当期)未処分
利益 

    20,250 28,295   24,442 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

……償却原価法（定額法） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的債券 

……同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

……同左 

子会社株式及び関連会社株式 

……移動平均法に基づく原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

……同左 

子会社株式及び関連会社株式 

……同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 

…移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

(2）たな卸資産 

……総平均法に基づく低価法 

(2）たな卸資産 

……同左 

(2）たな卸資産 

……同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

……定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

……定率法によっております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

……定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物 38～50年

機械及び装置 ４～７年

建物 38～50年

機械及び装置 ４～７年

建物 38～50年

機械及び装置 ４～７年

   （会計処理方法の変更） 

 平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）について、これ

まで定率法によっておりましたが、当

中間会計期間より定額法に変更いたし

ました。 

 この変更は、当社事業において、当

該設備の投資効果が、稼動状況の影響

を受けず、かつ、毎期規則的に発現す

ると考えられることから、構造改革の

一環として研究・生産・物流各拠点の

各機能を集約・再編し一層の効率化と

コスト競争力を図るため当該各拠点を

統廃合したことを機として、今後の設

備計画等に基づいて経営実態をより的

確に反映し期間損益計算をより合理的

なものとするため、並びに当社が平成

17年５月13日に三共株式会社と経営統

合契約書を締結し平成17年９月28日に

共同持株会社「第一三共株式会社」を

設立したため、企業集団として会計処

理の統一を図る必要が生じたことに伴

い、償却方法を見直した結果、実施し

たものであります。 

 この変更により、従来の方法によっ

た場合と比較して、当中間会計期間の

減価償却費は62百万円減少し、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利益は

62百万円増加しております。  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）無形固定資産 

……定額法によっております。なお、

将来の収益獲得又は、費用削減効

果が確実なソフトウェアについて

は、社内における利用見込期間に

基づいております。 

(2）無形固定資産 

……同左 

(2）無形固定資産 

……同左  

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）投資損失引当金 

────── 

(2）投資損失引当金 

 関係会社への投資に係る損失に備える

ため、当該会社の財政状態並びに将来の

回復の見込み等を勘案して関係会社株式

について必要額を計上しております。  

(2）投資損失引当金 

同左 

(3）返品調整引当金 

 販売済製商品について中間期末日後に

発生が予測される返品に備えるため、返

品見込額に対し、これの売上利益及び廃

棄損失相当額の合計額までを計上してお

ります。 

(3）返品調整引当金 

同左 

(3）返品調整引当金 

 販売済製商品について期末日後に発生

が予測される返品に備えるため、返品見

込額に対し、これの売上利益及び廃棄損

失相当額の合計額までを計上しておりま

す。 

(4）売上割戻引当金 

 当中間期の製商品売上高に対する将来

の売上割戻しに備えるため、中間期末売

掛金及び中間期末特約店在庫金額に対し

支出見込率を乗じた額を計上しておりま

す。 

(4）売上割戻引当金 

同左 

(4）売上割戻引当金 

 当事業年度の製商品売上高に対する将

来の売上割戻しに備えるため、期末売掛

金及び期末特約店在庫金額に対し支出見

込率を乗じた額を計上しております。 

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額

を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしており

ます。 

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額

を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしており

ます。 

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしており

ます。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成16年１月26日に厚生労働大臣か

ら将来分支給義務免除の認可を受けてお

ります。 

 当中間会計期間末において測定された

返還相当額（最低責任準備金）は20,173

百万円であり、当該返還相当額（最低責

任準備金）の支払が当中間会計期間末に

行われたと仮定して「退職給付会計に関

する実務指針（中間報告）」（日本公認

会計士協会会計制度委員会報告第13号）

第44－２項を適用した場合に生じる損益

（特別利益）の見込額は11,978百万円で

あります。 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成17年１月１日に厚生労働大臣か

ら過去分返上の認可を受け、平成17年５

月31日に国に返還額（最低責任準備金）

の納付を行いました。 

 当中間会計期間における損益に与えて

いる影響額は、特別利益として163百万

円計上しております。  

  

  

 

  

  

  

  

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成17年１月１日に厚生労働大臣か

ら過去分返上の認可を受けております。 

 当事業年度における損益に与えている

影響額は、特別利益として11,747百万円

計上しております。 

  

 また、当社は、確定拠出年金法の施行

に伴い、平成17年１月に退職一時金制度

の一部について確定拠出年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、特別利益とし

て3,073百万円計上しております。  

(6）役員退職慰労引当金 

 役員の退職時に支給される退職金の支

払に備えるため、内規に基づいた中間期

末要支給額を計上しております。 

(6）役員退職慰労引当金 

同左 

(6）役員退職慰労引当金 

 役員の退職時に支給される退職金の支

払に備えるため、内規に基づいた期末要

支給額を計上しております。 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、為

替予約の振当処理対象となっている外貨建

金銭債権債務については、当該為替予約等

の円貨額に換算しております。 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換

算基準 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、為替予

約の振当処理対象となっている外貨建金銭

債権債務については、当該為替予約等の円

貨額に換算しております。 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約について、振当処理の要

件を満たしている場合には、振当処理を

採用しております。 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約等   外貨建金銭債権 

同左 同左 

(3）ヘッジ方針 

 社内管理規程に基づき為替変動リスク

をヘッジしております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 社内管理規程に基づき、ヘッジ手段と

ヘッジ対象の為替相場の変動による相関

関係によって有効性を評価し、有効性の

検証を実施しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

７．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

 消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

 なお、「仮払消費税等」及び「仮受消

費税等」は相殺のうえ、未払消費税等と

して流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 

７．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

 消費税等の会計処理方法 

同左 

７．その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

 消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  

───── 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

り税引前中間純利益は842百万円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。  

  

───── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 ────────  （中間貸借対照表） 

 「預り金」は、前中間会計期間末は流動負債の「その他」に含めて

記載しておりましたが、負債及び資本の合計額の100分の５を超えた

ため、当中間会計期間末より区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間末の「その他」に含まれている「預り金」は

22,657百万円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

133,639百万円 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

       81,603百万円 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

       135,437百万円 

 ２．偶発債務 

１）次のとおり金融機関の借入金に対

し、債務保証を行っております。 

被保証人 

 ２．偶発債務 

１）次のとおり金融機関等の借入金に対

し、債務保証を行っております。 

被保証人 

 ２．偶発債務 

１）次のとおり金融機関等の借入金に対

し、債務保証を行っております。 

被保証人 

従業員（住宅資金） 2,777百万円

ダイイチ・アスビ

オ・メディカル・

リサーチ・ラボラ

トリーズ・リミテ

ッド・ライアビリ

ティ・カンパニー 

44百万円

(400千USドル）

従業員（住宅資金）    2,271百万円

サノフィパスツー

ル第一ワクチン株

式会社  

 350百万円

従業員（住宅資金）    2,540百万円

アベンティスパス

ツール第一ワクチ

ン株式会社 

  350百万円

２）受取手形（輸出手形）割引高 

111百万円 

２）受取手形（輸出手形）割引高 

   27百万円 

２）受取手形（輸出手形）割引高 

   78百万円 

 ３．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。この契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

 ３．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。この契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

 ３．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。この契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

貸出コミットメントの

総額 
30,000百万円

借入実行残高 ― 〃 

差引額 30,000百万円

貸出コミットメントの

総額 
    30,000百万円

借入実行残高 ― 〃 

差引額     30,000百万円

貸出コミットメントの

総額 
    30,000百万円

借入実行残高 ― 〃 

差引額     30,000百万円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 129百万円

受取配当金 808百万円

為替差益 354百万円

受取利息 183百万円

有価証券利息 232百万円

受取配当金 892百万円

受取賃貸料    714百万円

為替差益    192百万円

受取利息   287百万円

有価証券利息 505百万円

受取配当金 1,230百万円

為替差益    357百万円

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 

たな卸資産処分損及

び評価損 
96百万円

たな卸資産処分損及

び評価損 
 6百万円

賃貸用資産費用  389百万円

たな卸資産処分損及

び評価損 
   384百万円

※３．特別利益の主要項目     ※３．特別利益の主要項目     ※３．特別利益の主要項目 

動物薬事業譲渡益 679百万円 関係会社株式売却 

益 

   683百万円

厚生年金基金代行 

返上益 

  163百万円

厚生年金基金代行返

上益 

  11,747百万円

確定拠出年金移行に

伴う利益 

   3,073百万円

動物薬事業譲渡益 679百万円

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目    

構造改革関連費用 7,200百万円

 上記内容は構造改革の一環として

国内３工場の会社分割により設立す

る生産新会社への転籍者に対する割

増退職金相当額であります。 

投資損失引当金繰 

入額 
 11,882百万円

関係会社貸倒引当金

繰入額  
   553百万円

減損損失    842百万円

 当社は、稼動資産については製品

の種類や営業活動の類似性、子会社

管理との整合、及び将来的な管理の

継続性を考慮して管理会計上の事業

別損益管理区分によりグルーピング

しており、また、事業の用に直接供

していない遊休資産については個々

にグルーピングしております。 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

<遊休資産＞  

 上記の資産グループは、遊休状態

であり今後の使用見込みも未確定な

ため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上いたしました。 

 その内訳は、建物420百万円、構築

物17百万円、機械及び装置5百万円、

工具器具及び備品4百万円、土地394

百万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能

価額は正味売却価額により測定して

おり、主として不動産鑑定士による

鑑定評価額を使用しております。 

場所 用途 種類 摘要

札幌市 

白石区 

旧札幌物

流センタ

ー物流設

備 

土地 遊休

栃木県 

下都賀

郡 

旧栃木研

究センタ

ー研究設

備 

建物及

び土地

等 

遊休

投資損失引当金繰 

入額 
 18,671百万円

構造改革関連費用 7,042百万円

 上記内容は構造改革の一環として

国内３工場の会社分割により設立し

た第一ファルマテック株式会社への

転籍者に対する割増退職金でありま

す。 

 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※５．中間会計期間に係る納付税額及び法

人税等調整額は、当事業年度において

予定している利益処分による固定資産

圧縮積立金の取崩しを前提として、当

中間会計期間に係る金額を計算してお

ります。 

※５．      同左 ※５．     ─────    

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 

有形固定資産 3,736百万円

無形固定資産 1,160百万円

有形固定資産 2,062百万円

無形固定資産 939百万円

有形固定資産 7,679百万円

無形固定資産    3,286百万円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
有形固定資産・
その他(百万円) 

取得価額相当額 5,787 

減価償却累計額相当額 3,362 

中間期末残高相当額 2,424 

  
有形固定資産・
その他(百万円) 

取得価額相当額 5,167

減価償却累計額相当額 3,533

中間期末残高相当額 1,634

有形固定資産・
その他(百万円) 

取得価額相当額 5,900

減価償却累計額相当額 4,002

期末残高相当額 1,897

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,289百万円

１年超 1,135百万円

合計 2,424百万円

１年内      831百万円

１年超      802百万円

合計    1,634百万円

１年内    1,034百万円

１年超      863百万円

合計    1,897百万円

（注） 取得価額相当額及び未経過リース料

中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 （注） 取得価額相当額及び未経過リース料

期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 697百万円

減価償却費相当額 697百万円

支払リース料    660百万円

減価償却費相当額    660百万円

支払リース料    1,399百万円

減価償却費相当額    1,399百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。  

  

  



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,521円24銭

１株当たり中間純利益

金額 
41円28銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
41円27銭

１株当たり純資産額  1,585円48銭

１株当たり中間純利益

金額 
 27円77銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
27円76銭

１株当たり純資産額  1,545円88銭

１株当たり当期純利益

金額 
  71円53銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
   71円50銭

       

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり中間（当期）純利益

金額 
      

中間（当期）純利益（百万円） 11,085 7,462 19,303 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 100 

（うち利益処分による役員賞与

金（百万円）） 
(－) (－) (100)  

普通株式に係る中間（当期）純

利益（百万円） 
11,085 7,462 19,203 

期中平均株式数（千株） 268,548 268,739 268,481 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 
      

普通株式増加数（千株） 65 139 111 

（うち新株予約権（千株）） (65) （139)       （111） 

希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

 新株引受権２種類（目

的となる株式数1,001千

株）、新株予約権２種類

（新株予約権の数7,650

個）。これらの詳細は、

「新株予約権等の状況」

に記載のとおりでありま

す 

 新株引受権２種類（目

的となる株式数1,001千

株）。 

 なお、当中間会計期間

末においてはすべて消滅

しております。 

 新株引受権２種類（目

的となる株式数1,001千

株）、新株予約権１種類

（新株予約権の数4,090

個）。 

 概要は、「第４ 提出

会社の状況 １ 株式等

の状況、（２）新株予約

権等の状況」に記載のと

おりであります。  



（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 



(2）【その他】 

１）訴訟事件等 

(イ) 当社と当社の100％子会社であるダイイチ・ファーマシューチカル・コーポレーション及びダイイチ・フ

ァインケミカルズ・インコーポレーテッド（第一ファインケミカル株式会社が100％所有）は、パントテン

酸カルシウム及びビタミンＢ６の販売に関して、カルテルによって損害を被ったとする人々から他のビタミ

ン製造・販売会社とともに、米国において連邦裁判所及び州裁判所に対し損害賠償請求訴訟を提起されてお

ります。また、カナダにおいても当社は同様の損害賠償請求訴訟を地方裁判所に提起されております。 

 米国における連邦裁判所の訴訟については、平成11年11月に原告側との間に和解金を支払うことで集団和

解契約を締結し和解手続きを進めました。和解契約に基づく和解金は、米国及びカナダ政府との司法取引に

よる罰金とともに、平成12年３月期において特別損失に計上いたしました。なお、集団和解より離脱した原

告について個別に和解交渉を継続した結果、ほぼ個別和解が成立し、平成15年３月期までに和解金を特別損

失として計上しております。また、米国の州裁判所に提起された訴訟については、平成12年10月に、一部の

州を除き原告側との間に和解金を支払うことで集団和解契約が成立し、和解手続きを進めました。和解契約

に基づく和解金は、平成13年３月期及び平成14年３月期において、特別損失に計上いたしました。集団和解

より離脱した一部の原告及び集団和解契約に参加しなかった州の原告については、個別に和解を進めてお

り、平成17年３月期までに特別損失に計上しております。 

 カナダにおける損害賠償請求訴訟については、和解が成立し、平成17年３月期までに特別損失に計上して

おります。 

(ロ) ヨーロッパにおいて当社は、同品の販売に関して、ＥＵ競争法に基づく欧州委員会の調査を受け、平成13

年11月に同委員会よりＥＵ競争法違反による23,400千ユーロ（約27億円）の課徴金の決定通知を受領しまし

た。これに対し当社は内容を検討した結果、平成14年２月欧州第一審裁判所に控訴いたしました。供託した

課徴金のうち、一部を平成14年３月期において特別損失に計上しております。 

２）中間配当 

 平成17年11月７日開催の取締役会において、第128期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の中間

配当（商法第293条ノ５に定める金銭の分配）を当社定款第33条の規定に基づき、次のとおり行う旨決議いたし

ました。 

①中間配当金の総額                  31,225百万円 

②１株当たり中間配当金額                115.9円 

③支払請求権の効力発生日及び支払日        平成17年11月30日 

（注）平成17年９月30日現在の株主である当社親会社の第一三共株式会社に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第127期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

２ 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３（株式移転に係る株主総会の決議があった場合）に基

づく臨時報告書 平成17年６月29日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（提出会社の親会社の異動）及び４号（提出会社の主要株

主の異動）に基づく臨時報告書 平成17年９月29日関東財務局長に提出 

２ 臨時報告書の訂正報告書 

 平成16年７月２日関東財務局長に提出した臨時報告書（有価証券の募集又は売出しに該当しない新株予約権証券の

付与）に係る訂正報告書 平成17年５月27日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１１月２５日

第一製薬株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 三和 彦幸   印 

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 大谷 秋洋   印 

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 山田 眞之助  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている第一

製薬株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、第一製薬株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月１６日

第一製薬株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 三和 彦幸   印 

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 大谷 秋洋   印 

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 山田 眞之助  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている第一

製薬株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、第一製薬株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間から固定資産の

減損に係る会計基準を適用している。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１１月２５日

第一製薬株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 三和 彦幸   印 

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 大谷 秋洋   印 

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 山田 眞之助  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている第一

製薬株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１２７期事業年度の中間会計期間（平成１６年４

月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、第一製薬株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月

１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月１６日

第一製薬株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 三和 彦幸   印 

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 大谷 秋洋   印 

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 山田 眞之助  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている第一

製薬株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１２８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４

月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中

間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、第一製薬株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月

１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間会計期間から固定資産の減損に係

る会計基準を適用している。 

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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